
新旧対照表（個人住民税に関する事務　全項目評価書に係る変更）

NO
評価書
ﾍﾟｰｼﾞ 項目 変更前の記載 変更後の記載 変更の理由

1 11

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において
使用するシステム
システム14

- 個人住民税申告ポータル

住民税申告電子化
対応（個人住民税
申告ポータル追加
による変更）

2 12

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において
使用するシステム
システム15

- サービス検索・電子申請機能

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能
追加による変更）

3 12

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において
使用するシステム
システム16

- 申請管理システム

住民税申告電子化
対応（申請管理シス
テム追加による変
更）

4 15 （別添１）事務の内容
（別添１）事務内容のとおり （別添１）事務内容のとおり

【住民税申告電子化関連業務】
住民税申告電子化
対応

5 20
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 ３．特定個人情報の入手・使用
②入手方法

（〇）　その他（住民基本台帳ネットワークシステム、
eLTAX）

（〇）　その他（住民基本台帳ネットワークシステム、
eLTAX、サービス検索・電子申請機能）

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能
追加による変更）

6 21
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託の有無※

（			9					）　件 （10）　件

住民税申告電子化
対応（申請管理シス
テムの開発・運用・
保守委託追加によ
る変更）

7 27
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項１０

-
委託事項１０
申請管理システムの開発・運用・保守

住民税申告電子化
対応（申請管理シス
テム追加による変
更）

8 32
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
６．特定個人情報の保管・消去
①保管場所

【ガバメントクラウド（次期業務共通システム（庁内連携
システム/統合宛名システム））における措置】
（略）

【ガバメントクラウド（次期業務共通システム（庁内連携
システム/統合宛名システム））における措置】
（略）

【サービス検索・電子申請機能及び申請管理システム
における措置】
・２４時間３６５日有人による入退館管理を実施してい
る建物の中で、さらに入退室管理を行っている部屋
（サーバー室）に設置している施錠管理されたサーバ
内に保管する。
・ユーザーＩＤに付与するアクセス権により、特定個人情
報ファイルを取り扱う情報システムを使用できる者を限
定している。

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能、
申請管理システム
追加による変更）

                        資料3-1-1
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9 33
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
６．特定個人情報の保管・消去
③　消去方法

【税務システム関連及び現行業務共通システム（庁内
連携システム/統合宛名システム））における措置】
（略）
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
（略）
【ガバメントクラウド（次期業務共通システム（庁内連携
システム/統合宛名システム））における措置】
（略）

【税務システム関連及び現行業務共通システム（庁内
連携システム/統合宛名システム））における措置】
（略）
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
（略）
【ガバメントクラウド（次期業務共通システム（庁内連携
システム/統合宛名システム））における措置】
（略）
【サービス検索・電子申請機能における措置】
・国（デジタル庁）において、保存された個人番号付電
子申請データは、申請から５営業日後に自動的に論
理削除され、申請から60日後に自動的に物理削除さ
れる。
・LGWAN接続端末に一時的に記録した個人番号付電
子申請データは、紙に打出し後、速やかに完全消去す
る。
 
【申請管理システムにおける措置】
・保存された個人番号付電子申請データは、作業依
頼実施後、申請管理保守事業者において、30日以内
を目安に物理削除する。
・本システムの運用期間終了後は、申請管理システム
保守事業者において、「千葉市情報セキュリティ対策
基準」及び「電子計算機等の廃棄時等におけるデータ
抹消措置ガイドライン」等に基づき、データ消去を実施
し、消去証明書を本市に提出する。

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能、
申請管理システム
追加による変更）

住民税申告電子化
対応（サービス検

索・電子申請機能、
申請管理システム
追加による変更）

10 37

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策
２．特定個人情報の入手

リスク１：目的外の入手が行われるリスク

対象者以外の情報の入手を防止するための措置
の内容

・市民からの申告情報の入手については、本人の個人
番号カード又は通知カード、本人確認書類の提示や窓
口での聞き取りにより、本人確認を行い、対象者である
ことを確認している。
・情報の入手の際には、所定の様式を利用することに
より対象者以外の情報を入手することを防止する。
・個人市民税申告を受け付ける際は、申告者本人の
住所・氏名（カナ）・生年月日の印字された申告書用
紙を使用するとともに、漢字氏名を記入させることによ
り、申請者が代理人であっても、当該用紙に記入する
内容は申告者本人の情報であることを窓口で確認して
いる。
・他団体からの申告情報の入手については、1件ごとに
基本５情報に基づいて千葉市の課税対象者と合致す
るかを確認している。
・電子媒体による事業者・年金保険者からの入手につ
いては、事前に提出の承認をした者、法令により義務
付けられた者からのみ入手することになっている。
・庁外の「提供」及び庁内での「移転」（以下「提供等」
という。）に相当する情報の入手に当たっては、事前に
照会元と協議を行って対象者の情報のみを入手する
ことに加え、税務システム上のチェックを行い、対象者
以外の情報の入手を防止している。

・市民からの申告情報の入手については、本人の個人
番号カード又は通知カード、本人確認書類の提示や窓
口での聞き取りにより、本人確認を行い、対象者である
ことを確認している。
・情報の入手の際には、所定の様式を利用することに
より対象者以外の情報を入手することを防止する。
・個人市民税申告を受け付ける際は、申告者本人の
住所・氏名（カナ）・生年月日の印字された申告書用
紙を使用するとともに、漢字氏名を記入させることによ
り、申請者が代理人であっても、当該用紙に記入する
内容は申告者本人の情報であることを窓口で確認して
いる。
・他団体からの申告情報の入手については、1件ごとに
基本５情報に基づいて千葉市の課税対象者と合致す
るかを確認している。
・電子媒体による事業者・年金保険者からの入手につ
いては、事前に提出の承認をした者、法令により義務
付けられた者からのみ入手することになっている。
・庁外の「提供」及び庁内での「移転」（以下「提供等」
という。）に相当する情報の入手に当たっては、事前に
照会元と協議を行って対象者の情報のみを入手する
ことに加え、税務システム上のチェックを行い、対象者
以外の情報の入手を防止している。

【サービス検索・電子申請機能 における措置】
・マニュアルやｗｅｂ上で、個人番号の提出が必要な者
の要件を明示・周知し、本人以外の情報の入手を防
止する。
・申請時に個人番号付電子申請データに電子証明書
を付与することで、本人以外のなりすましを防止する。

【申請管理システムにおける措置】
・申請管理システムが連携サーバを通じて、申告デー
タを取得要求する場合は、サービス検索・電子申請機
能以外の外部へ接続できないよう接続制限を行ってい
る。
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11 37

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策
２．特定個人情報の入手

リスク１：目的外の入手が行われるリスク

必要な情報以外を入手することを防止するための
措置の内容

・他団体からの申告情報の入手については、あらかじめ
定められた項目に基づいた書式をやり取りするため、必
要な情報以外を入手することはない。
・市民からの申告情報の入手については、必要な情報
のみ記載する様式とし、不必要な情報は記載しないよ
うにしている。
・提供等に当たっては、事前に照会元と協議を行って
必要な情報のみを提供することに加え、税務システム
上のチェックを行い、対象者の不必要な情報の入手を
防止している。
・入手元がｅＬＴＡＸ・媒体で提出する場合は、総務省
令で定められた事項のみ提出することになっている。

・他団体からの申告情報の入手については、あらかじめ
定められた項目に基づいた書式をやり取りするため、必
要な情報以外を入手することはない。
・市民からの申告情報の入手については、必要な情報
のみ記載する様式とし、不必要な情報は記載しないよ
うにしている。
・提供等に当たっては、事前に照会元と協議を行って
必要な情報のみを提供することに加え、税務システム
上のチェックを行い、対象者の不必要な情報の入手を
防止している。
・入手元がｅＬＴＡＸ・媒体で提出する場合は、総務省
令で定められた事項のみ提出することになっている。

【個人住民税申告ポータルにおける措置】
・住民が個人住民税申告ポータルの画面の誘導に従
い申請フォームに必要な情報を入力することとなるが、
画面での誘導を簡潔に行うことで、不要な情報を送信
してしまうリスクを防止する。

【申請管理システムにおける措置】
・申請管理システムでは、ユーザ単位で処理可能な手
続を登録し、割り当てされた手続き以外のデータを参
照するリスクを防止する。

住民税申告電子化
対応（個人住民税
申告ポータル、申請
管理システム追加
による変更）

12 38

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策
２．特定個人情報の入手

リスク２：不適切な方法で入手が行われるリスク

リスクに対する措置の内容

・紙媒体による入手は、あらかじめ法令、条例等に規
定された様式によるため、入手元は必要とされる情報
を正確に認識できる。
・入手元がｅＬＴＡＸ・媒体で提出する場合は、総務省
令で定められた事項のみ提出することになっている。
・eLTAXによる入手については、eLTAX利用を許可し
た職員以外は、操作が行えないようにしている。

・紙媒体による入手は、あらかじめ法令、条例等に規
定された様式によるため、入手元は必要とされる情報
を正確に認識できる。
・入手元がｅＬＴＡＸ・媒体で提出する場合は、総務省
令で定められた事項のみ提出することになっている。
・eLTAXによる入手については、eLTAX利用を許可し
た職員以外は、操作が行えないようにしている。

【個人住民税申告ポータル及びサービス検索・電子申
請機能における措置】
・住民が個人住民税申告ポータルから個人番号付電
子申請データを送信するためには、個人番号カードの
署名用電子証明書による電子署名を付すこととなり、
のちに署名検証も行われるため、本人からの情報のみ
が送信される。
・個人住民税申告ポータルの画面の誘導において住
民に理解してもらいながら操作することで、住民に過剰
な負担をかけることなく電子申請を実施できるよう地方
税共同機構において措置を講じている。

【申請管理システムにおける措置】
・申請管理システム外部へ接続できないよう接続制限
を行っている。
・申請管理システムを利用する職員を限定し、手続単
位で利用者権限を設定することによって入手可能な情
報に制限をかける。

住民税申告電子化
対応（個人住民税
申告ポータル及び
サービス検索・電子
申請機能、申請管
理システム追加によ
る変更）

13 38

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策
２．特定個人情報の入手

リスク３：入手した特定個人情報が不正確であるリ
スク

入手の際の本人確認の措置の内容

・市民からの申告情報の入手については、本人の個人
番号カード又は通知カード、本人確認書類の提示や窓
口での聞き取りにより、本人確認を行っている。

・市民からの申告情報の入手については、本人の個人
番号カード又は通知カード、本人確認書類の提示や窓
口での聞き取りにより、本人確認を行っている。

【個人住民税申告ポータル及びサービス検索・電子申
請機能における措置】
・住民が個人住民税申告ポータルからサービス検索・
電子申請機能へ個人番号付電子申請データを送信
するためには、個人番号カードの署名用電子証明書に
よる電子署名を付すこととなり、電子署名付与済の個
人番号付電子申請データを受領した地方公共団体は
署名検証（有効性確認、改ざん検知等）を実施するこ
ととなる。これにより、本人確認を実施する。

住民税申告電子化
対応（個人住民税
申告ポータル及び
サービス検索・電子
証明書機能追加に
よる変更）

14 38

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策
２．特定個人情報の入手

リスク３：入手した特定個人情報が不正確であるリ
スク

特定個人情報の正確性確保の措置の内容

・入手した情報については、窓口での聞き取りや添付
書類との照合等を通じて確認することで正確性を確保
している。
・職員が収集した情報と突合し、間違いがあれば職権
で適宜修正することで正確性を確保している。

・入手した情報については、窓口での聞き取りや添付
書類との照合等を通じて確認することで正確性を確保
している。
・職員が収集した情報と突合し、間違いがあれば職権
で適宜修正することで正確性を確保している。

【個人住民税申告ポータルにおける措置】
・個人番号カード内の記憶領域に格納された個人番号
を申請フォームに自動転記を行うことに
より、不正確な個人番号の入力を抑止する措置を講じ
ている。

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能
追加による変更）
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15 39

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策
２．特定個人情報の入手

リスク４：入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失
するリスク

リスクに対する措置の内容

特定個人情報の入手に関しては、次の点について職
員等に対する教育を徹底する。

【紙媒体に対する措置】
（略）
【電子データに対する措置】
（略）
【業務共通システムに対する措置】
（略）

特定個人情報の入手に関しては、次の点について職
員等に対する教育を徹底する。

【紙媒体に対する措置】
（略）
【電子データに対する措置】
（略）
【業務共通システムに対する措置】
（略）

【サービス検索・電子申請機能における措置】
・サービス検索・電子申請機能と地方公共団体との間
は、専用線であるLGWAN回線を用いた通信を行うこと
で、外部からの盗聴、漏えい等が起こらないようにして
おり、さらに通信自体も暗号化している。

【申請管理システムにおける措置】
・サービス検索・電子申請機能と申請管理システムと
の間のデータ連携の際には、他の通信を遮断するため
のセキュリティ対策を講じることで、外部からの盗聴、
漏えい等がおこならないようにする。

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能、
申請管理システム
追加による変更）

16 40

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策
３．特定個人情報の使用

リスク２：権限のない者（元職員、アクセス権限のな
い職員等）によって不正に使用されるリスク

ユーザー認証の管理
具体的な管理方法

【業務共通システム・税務システムにおける措置】
システムを利用する必要がある職員を特定し、個人ご
とにユーザＩＤを割り当てるとともに、ユーザＩＤと生体認
証（又はパスワード）による個人認証を行う。

【業務共通システム・税務システムにおける措置】
システムを利用する必要がある職員を特定し、個人ご
とにユーザＩＤを割り当てるとともに、ユーザＩＤと生体認
証（又はパスワード）による個人認証を行う。

【サービス検索・電子申請機能及び申請管理システム
における措置】
・利用する必要がある職員を特定し、個人ごとのユー
ザIDを割り当てるとともに、IDとパスワードによる認証を
行う。
・なりすましによる不正を防止する観点から共用IDの利
用を禁止する。

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能、
申請管理システム
追加による変更）

17 40

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策
３．特定個人情報の使用

リスク２：権限のない者（元職員、アクセス権限のな
い職員等）によって不正に使用されるリスク

アクセス権限の発行・失効の管理
具体的な管理方法

【業務共通システムにおける措置】
（略）

【税務システムにおける措置】
（略）

【業務共通システムにおける措置】
（略）

【税務システムにおける措置】
（略）

【サービス検索・電子申請機能及び申請管理システム
における措置】
アクセス権限の発効・失効については、以下の管理を
行う。
① 発効の管理
・アクセス権限が必要となった場合、アカウント管理者
が事務に必要となる情報にアクセスできるユーザIDを
発効する。
・アカウント管理者が各事務に必要となるアクセス権限
の管理表を作成する。
・アクセス権限の付与を必要最低限とする。
② 失効の管理
・定期的又は異動/退職等のイベントが発生したタイミ
ングで、権限を有していた職員の異動/退職等情報を
確認し、当該事由が生じた際には速やかにアクセス権
限を更新し、当該ユーザIDを失効させる。

住民税申告電子化
対応（
（サービス検索・電
子申請機能、申請
管理システム追加
による変更）

18 41

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策
３．特定個人情報の使用

リスク２：権限のない者（元職員、アクセス権限のな
い職員等）によって不正に使用されるリスク

アクセス権限の管理
具体的な管理方法

【業務共通システムにおける措置】
・情報システム課にて定期的にユーザＩＤやアクセス権
限を再確認し、職員の異動／退職により業務上アクセ
スが不要となったものについては変更・削除を行い、残
存を防止する。

【税務システムにおける措置】
・職員の異動退職に伴うアクセス権限の発効・失効処
理のほか、システム利用管理者は少なくとも月1回程
度、ユーザＩＤやアクセス権限を再確認し、業務上アク
セスが不要となったものについては変更・削除を行い、
残存を防止する。
・システム利用管理者は、利用権限を職員単位、所属
単位、機能単位に設定でき、設定した権限に応じて、
利用可能な処理メニューが提供される。

【業務共通システムにおける措置】
・情報システム課にて定期的にユーザＩＤやアクセス権
限を再確認し、職員の異動／退職により業務上アクセ
スが不要となったものについては変更・削除を行い、残
存を防止する。

【税務システムにおける措置】
・職員の異動退職に伴うアクセス権限の発効・失効処
理のほか、システム利用管理者は少なくとも月1回程
度、ユーザＩＤやアクセス権限を再確認し、業務上アク
セスが不要となったものについては変更・削除を行い、
残存を防止する。
・システム利用管理者は、利用権限を職員単位、所属
単位、機能単位に設定でき、設定した権限に応じて、
利用可能な処理メニューが提供される。

【サービス検索・電子申請機能及び申請管理システム
における措置】
・定期的にユーザID一覧をシステムより出力し、アクセ
ス権限の管理表と突合を行い、アクセス権限の確認及
び不正利用の有無をアカウント管理者が確認を行う。
また、不要となったユーザIDやアクセス権限を速やかに
変更又は削除する。

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能、
申請管理システム
追加による変更）

4



19 41

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策
３．特定個人情報の使用

リスク２：権限のない者（元職員、アクセス権限のな
い職員等）によって不正に使用されるリスク

特定個人情報の使用の記録

具体的な方法

【業務共通システムにおける措置】
（略）
【税務システムにおける措置】
（略）

【業務共通システムにおける措置】
（略）
【税務システムにおける措置】
（略）
【サービス検索・電子申請機能における措置】
・サービス検索・電子申請機能へのアクセスログ、シス
テムへのアクセスログ、操作ログの記録を行い、操作者
個人を特定できるようにする。
・アクセスログ及び操作ログは、改ざんを防止するた
め、不正プロセス検知ソフトウェアにより、不正なログの
書き込み等を防止する。
・定期的に操作ログをチェックし、不正とみられる操作
があった場合、操作内容を確認する。
【申請管理システムにおける措置】
・申請管理システムへのアクセスログ及びアプリケー
ションログを記録し、操作者個人及びシステム画面へ
のアクセス、特定個人情報の取扱い履歴を特定する。

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能、
申請管理システム
追加による変更）

20 42

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策
３．特定個人情報の使用

リスク３：従業員が事務外で使用するリスク

リスクに対する措置の内容

・賦課担当課において、外部媒体へのデータのコピー
を行える者は管理者等に限定し、コピーした時の記録
を保管する。
・賦課徴収担当課以外の部署には、端末を設置しな
い。
・職員に対して、個人情報保護に関する研修を行う。
・利用者（非正規職員・他課の職員・税務署員等）は、
業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する条
項を含む遵守事項について誓約書に署名し、所属長
等あてに提出する。
・システム利用管理者が定期的にログ記録を取得し、
特に一定時間ログオンを継続した者について、定期的
に所属課あてに通知し、利用目的等を報告させること
により、業務外利用をした場合には特定可能であること
を職員に周知し、事務外の利用を抑止している。

・賦課担当課において、外部媒体へのデータのコピー
を行える者は管理者等に限定し、コピーした時の記録
を保管する。
・賦課徴収担当課以外の部署には、端末を設置しな
い。
・職員に対して、個人情報保護に関する研修を行う。
・利用者（非正規職員・他課の職員・税務署員等）は、
業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する条
項を含む遵守事項について誓約書に署名し、所属長
等あてに提出する。
・システム利用管理者が定期的にログ記録を取得し、
特に一定時間ログオンを継続した者について、定期的
に所属課あてに通知し、利用目的等を報告させること
により、業務外利用をした場合には特定可能であること
を職員に周知し、事務外の利用を抑止している。

【サービス検索・電子申請機能及び申請管理システム
における措置】
・ログイン権限を付与された必要最小限の職員等だけ
が、個人番号付電子申請等のデータの処理ができるよ
うユーザを制限する。
・CD等の外部記憶媒体にサービス検索・電子申請機
能又は申請管理システムから取得した個人番号付電
子申請データ等のデータを複製する場合、使用管理
簿に記載し、事前に責任者の承認を得たうえで複製す
る。なお、外部記憶媒体内のデータは暗号化する。

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能、
申請管理システム
追加による変更）

21 42

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策
３．特定個人情報の使用

リスク４：特定個人情報ファイルが不正に複製され
るリスク

リスクに対する措置の内容

・バックアップファイルの取得は入退室管理をしている
データセンタでの作業に限定されている。
・税務システムのＥＵＣ機能については、個人番号を抽
出できない設定とする。なお、個人番号を除く税情報
をＥＵＣ機能により抽出したファイルを電磁的記録媒体
等に複製する際は、操作ログが残る仕組みを施したう
え、システム利用管理者が定期的に確認し、不正な複
製を牽制している。

・バックアップファイルの取得は入退室管理をしている
データセンタでの作業に限定されている。
・税務システムのＥＵＣ機能については、個人番号を抽
出できない設定とする。なお、個人番号を除く税情報
をＥＵＣ機能により抽出したファイルを電磁的記録媒体
等に複製する際は、操作ログが残る仕組みを施したう
え、システム利用管理者が定期的に確認し、不正な複
製を牽制している。

【サービス検索・電子申請機能における措置】
・サービス検索・電子申請機能へログイン権限を付与
された最小限の職員等だけが、個人番号付電子申請
等のデータの処理ができるようユーザを制限する。
・外部記憶媒体にマイナポータル申請管理から取得し
た個人番号付電子申請データ等のデータを複製する
場合、使用管理簿に記載し、事前に責任者の承認を
得たうえで複製する。なお、外部記憶媒体内のデータ
は暗号化する。

【申請管理システムにおける措置】
・ログイン権限を付与された必要最小限の職員等だけ
が、個人番号付電子申請等のデータの処理ができるよ
うユーザを制限する。
・CD等の外部記憶媒体にサービス検索・電子申請機
能又は申請管理システムから取得した個人番号付電
子申請データ等のデータを複製する場合、使用管理
簿に記載し、事前に責任者の承認を得たうえで複製す
る。なお、外部記憶媒体内のデータは暗号化する。

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能、
申請管理システム
追加による変更）

5



22 51

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策

７特定個人情報の保管・消去

リスク１：特定個人情報の漏洩・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策

具体的な対策の内容

【千葉市（税務システム及び現行業務共通システム
（庁内連携システム/統合宛名システム））における措
置】
（略）
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
（略）

【千葉市（税務システム及び現行業務共通システム
（庁内連携システム/統合宛名システム））及び申請管
理システムにおける措置】
（略）
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
（略）

住民税申告電子化
対応（申請管理シス
テム追加による変
更）

23 51 ※　上記の続き

【ガバメントクラウド（次期業務共通システム（庁内連携
システム/統合宛名システム）））における措置】
（略）

【ガバメントクラウド（次期業務共通システム（庁内連携
システム/統合宛名システム）））における措置】
（略）

【サービス検索・電子申請機能における措置】
・LGWAN接続端末については、業務時間内のセキュリ
ティワイヤー等による固定、操作場所への入退室管
理、業務時間外の施錠できるキャビネット等への保管、
などの物理的対策を講じている。

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能
追加による変更）

24 52

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策

７特定個人情報の保管・消去

リスク１：特定個人情報の漏洩・滅失・毀損リスク
⑤技術的対策

具体的な対策の内容

【千葉市（税務システム及び現行業務共通システム
（庁内連携システム/統合宛名システム））における措
置】
（略）
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
（略）
【ガバメントクラウド（次期業務共通システム（庁内連携
システム/統合宛名システム）））における措置】
（略）

【千葉市（税務システム及び現行業務共通システム
（庁内連携システム/統合宛名システム））における措
置】
（略）
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
（略）
【ガバメントクラウド（次期業務共通システム（庁内連携
システム/統合宛名システム）））における措置】
（略）
【サービス検索・電子申請機能における措置】
・LGWAN接続端末へのウイルス検出ソフトウェア等の
導入により、ウイルス定義ファイルの定期的な更新及
びウイルスチェックを行い、マルウェア検出を行う。
・サービス検索・電子申請機能と地方公共団体との間
は、専用線であるLGWAN回線を用いた通信を行うこと
で、外部からの盗聴、漏えい等が起こらないようにして
おり、さらに通信自体も暗号化している。

【申請管理システムにおける措置】
（１）不正プログラム対策
・セキュリティ対策ソフトウェア（ウイルス対策ソフトウェ
ア）を導入する。
・ウイルス対策ソフトウェアに装備されている自動更新
機能の活用により、ソフトウェア等を最新状態とする。
（２）不正アクセス対策
　・システムと外部ネットワークとの接続箇所に、DMZ及
び連携サーバを配置することで、不正アクセスを遮断
する。
　・特定個人情報ファイルを取り扱う情報システムを使
用できる者をユーザーＩＤ、パスワードで限定する。

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能、
申請管理システム
追加による変更）

25 53

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策

７特定個人情報の保管・消去

リスク２：特定個人情報が古い情報のまま保管され
続けるリスク

リスクに対する措置の内容

・個人番号を含め宛名情報については、住民記録シス
テムより、随時、異動データを連携することにより最新
化する。また、住民記録システムとの整合処理を定期
的に実施する。
・個人市民税の申告書データについては、原本性を保
つ必要があるため、受付時のままの状態で保管する
（これによるリスクはなく、むしろ変更することでリスクが
生じる。また、個人市民税の個人情報・賦課情報は常
に最新化する。）。

・個人番号を含め宛名情報については、住民記録シス
テムより、随時、異動データを連携することにより最新
化する。また、住民記録システムとの整合処理を定期
的に実施する。
・個人市民税の申告書データについては、原本性を保
つ必要があるため、受付時のままの状態で保管する
（これによるリスクはなく、むしろ変更することでリスクが
生じる。また、個人市民税の個人情報・賦課情報は常
に最新化する。）。

【サービス検索・電子申請機能における措置】
・一時保管中に再申請や申請情報の訂正が発生した
場合には古い情報で審査等を行わないよう、履歴管理
を行う。

【申請管理システムにおける措置】
・個人市民税の申告書データについては、原本性を保
つ必要があるため、受付時のままの状態で保管する
（これによるリスクはなく、むしろ変更することでリスクが
生じる。）

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能、
申請管理システム
追加による変更）

6



26 54

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにお
けるリスク対策

７特定個人情報の保管・消去

リスク３：特定個人情報が消去されずいつまでも存
在するリスク

消去手順
手順の内容

【千葉市（税務システム及び現行業務共通システム
（庁内連携システム/統合宛名システム））における措
置】
（略）
【ガバメントクラウド（次期業務共通システム（庁内連携
システム/統合宛名システム））における措置】
（略）

【千葉市（税務システム及び現行業務共通システム
（庁内連携システム/統合宛名システム））及び申請管
理システムにおける措置】
（略）
【ガバメントクラウド（次期業務共通システム（庁内連携
システム/統合宛名システム））における措置】
（略）
【サービス検索・電子申請機能における措置】
・LGWAN接続端末については、業務終了後の不要な
個人番号付電子申請データ等の消去について徹底
し、必要に応じて管理者が確認する。

住民税申告電子化
対応（サービス検
索・電子申請機能
追加による変更）

27 55

Ⅳその他のリスク対策※
１．監査
①自己点検
具体的なチェック方法

【税務システムにおける措置】 【税務システム及び申請管理システムにおける措置】

住民税申告電子化
対応（申請管理シス
テム追加による変
更）

28 55

Ⅳその他のリスク対策※
１．監査
②監査
具体的な内容

【税務システム及び現行業務共通システム（庁内連携
システム/統合宛名システム））における措置】

【税務システム、現行業務共通システム（庁内連携シ
ステム/統合宛名システム）及び申請管理システムに
おける措置】

住民税申告電子化
対応（申請管理シス
テム追加による変
更）

29 56
Ⅳその他のリスク対策
２．従業者に対する教育・啓発
具体的な方法

【税務システムにおける措置】
【税務システム及び申請管理システムにおける措置】

住民税申告電子化
対応（申請管理シス
テム追加による変
更）

30 59
Ⅵ 評価実施手続
１．基礎項目評価
①　実施日

令和7年6月19日
令和７年度情報に
更新

31 59
Ⅵ 評価実施手続
２．国民・住民等からの意見の聴取
②実施日・期間

令和６年９月１３日から令和６年１０月１３日まで（３０日間） 令和７年８月４日から同年９月３日まで（３１日間）
令和７年度情報に
更新
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